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この本は、「組織の社会技術」シリーズの一冊でありこれまでつぎのように報告済みである。

「会議の科学-健全な決裁のための社会技術」：11月、
「組織健全化のための社会技術-違反・事故・不祥事を防ぐ社会技術」：12月、
「属人思考の心理学-組織風土改善の社会技術」：1月
次回は、このシリーズ最後の「職業的使命感のマネジメント-ノブレス・オブリジェの社会技術」について報告を行う予定である。
概要：
この本の中では、内部告発の実態が初めて社会心理学観点から解明が試みられており、どのような条件のもとに「内部告発」が生まれるのか、組織のコミットメントにどう関わるのか、不正の申告者をどう保護するのか等について具体的な調査結果をもとに述べている。
感想

1 これまでの著書と同じように膨大な資料（海外の研究結果を含む）とともに独自の調査も行われている。そして信頼できる調査に基づいて客観的な分析を行おうとしている。まだ、さらに掘り下げが必要と思われる分野があり、継続的な研究がなされれば、より具体的な指針が出せるのではないかと思われる。（企業の中でより実践的にかつ実務的に利用されるものの研究が必要と思う。）
2 内部告発というのは、非常に微妙な問題であり自分の属している組織に対して一種の裏切りともとらえかねない。そして告発者には、非常に大きな葛藤が生ずる。その内容を詳細に捉えており、興味深い。
3 これまで、内部告発についての特定の事例のルポ的なものは、みかけるが社会心理学的観点から論じた書物は、少ない。社会心理学的な面からの切り口（単に、行動結果の利益・不利益だけでなく同僚の友情、家族の信頼までを巻き込むもの）からの研究は、すごいと思う。
内容：

第1章 現代社会と内部申告
申告者自身は、申告という行為がよかったのか、他にどうすれば、よかったのかという深刻な葛藤に悩み続ける。匿名の申告で、裏切り者探しの対象となったり、他の過去をほじくりだされたり、困難な目にあう人も多い。（大きなジレンマがある）。内部申告が話題にあがるときよく聞かれるのが正義か裏切りかという議論である。しかし、内部申告は、善悪の判断だけで片付けられる問題ではない。全てのケースは、それぞれ異なる側面をもっている。申告の理由。プロセス、結果において評価も異なる。その評価には、社会、すなわち、われわれの主観が大きく影響している。そのために、まず内部申告についてよく知り、単純な価値判断を避けて議論を進める必要がある。
【佐々木コメント】内部申告者についてまとめられた資料は、あまりみたことはない。しかし、それらをみた範囲では、申告者本人も決して平和な日々を送ったとは、思われない。長期にわたり、閑職に追いやられたり、会社の中から追い出されたり、中には、命の危険を感じた者もいるとのことを聞くと、決して「内部申告」が決して普通のこととは、思われない。たとえ、公益通報者保護法が施行された、現在においても、この取扱いは、非常にデリケートでかつ難しい要素を含んでいる。コンプライアンス研修などで、「ホットライン」などのことは、説明がなされているが、本当にそれは、実効性を伴っているのか、今一度考えなくてはならない。
第2章 内部申告とは何か？ 
一般に使われる内部申告という言葉の意味、倫理学の立場と、実証研究の立場では、内部申告の定義が異なっている。そしてここでは、内部申告をどのように捉えているかについて説明されている。
本書では、内部申告を組織の成員（現在あるいは、過去の）による、違法行為・倫理に反する行為を影響力をもつと思われる第三者に報告すること。すなわち、匿名・実名と関係なく、また。申告先も内部・外部両方を含む。組織内の上司や担当部署への通報・報告・トップへの直訴、そして、組織外部の監督官庁、司法当局、マスコミへの通報をあわせて、内部申告と呼ぶ。
第3章 内部申告の実証研究

内部申告の実証的研究がまとめられている。欧米の研究が中心であるが、現在も継続して検討されている。それらの知見には、これからの研究や、実際の社会システムをつくるときの重要なヒントが隠されている。
アメリカの連邦公務員の内部申告に関する研究：

ミセリらは、調査データを分析し、つぎのような提案をしている。

（1）人口統計学的な個人特性に関して

1 組織において、特に勤務年数の短い従業員に対して「組織の不正に対する内部申告によってキャリアが阻害されることは絶対にない」とい方針を明示することが、必要である。

2 業績が優れない人や、女性に対して、管理職との一体感を認識させることが必要である。

3 申告があった場合、管理職は、誰が申告したかでなく、申告の対象となった問題が本当にいけないことかどうかを判断することが、大事である。
（2）環境要因について
　　①組織は、社内のニュースレターやポスターによって申告された問題にどのような対応が行われたかについて公開すべきである。
　　②対応が不十分な場合、不十分な理由について公開すべきである。
　　③組織は、倫理的責任を制度化することができる。これは、職務記述書とに業績評価にの倫理的側面について記述と評価を導入し、報償制度でこのような倫理行動をサポートすることで実現できる。
第4章 内部申告に関連する要因
内部申告に関連する要因がまとめられている。内部申告というと申告をした個人に焦点があたり、個人特性との関連が多く検討されているが、それのみではなく、個人の態度や行動、認知に大きな影響を与えると思われる社会的状況の力、そして、組織に対する態度や組織要因としての風土についても考察されている。
同調・服従と内部申告

服従は、権威者から命令によって自分の意に沿わない行動をとることある。そのため、服従は、権威者という明確な圧力の存在があり、任意性は、低い。一方、同調は、明確な圧力の存在がなく、他者や、集団の期待に添うように行動や態度を変化させることである。そのため、任意性が高くなる。
これらに対処するには：

不正行為を行った場合の責任の問題について、行動規範や倫理規定などで明文化すべきである。つまり、命令指揮者だけでなく、不正行為に加担した人も責任を負わなければならない。そして上司の指示や命令が不当だったという可能性があれば、それを確認し、反対するような組織風土を作り、行動規範などで明文化すべきである。一見、組織における指揮命令系統の効率が悪く見えるかもしれない。しかし、組織のトップから見れば、組織の一部の人による不正行為によって組織全体を危うくする可能性を最小限にすることができる。

第5章　内部申告に関する実態調査の結果

2003年度に実施した内部申告に関する社会心理学調査の結果がまとめられている。これは、内部申告に対する態度や、内部申告者に対する態度の実態をより深く把握するために行われたものである。この結果を踏まえて組織に求められる実際のシステムの提案、今後の研究展望について述べられている。

調査の結果：
（1） 内部申告と内部申告者に対する態度の相違点

　　　　内部申告は、一般的には、肯定的にとらえられているが内部申告者に対する態度は、否定的である。これは、頭で考えると矛盾しているようにみえる。
―＞論理でなく感情的な面からの調査も必要と思われる。

（2） 不正の実態

　組織内の不正を目撃した人は、全体の20％である。不正の種類は、社会倫理に反する行為が30％強と最も多い。不正の期間は、1年以上と常態化している傾向がある。

―＞　不正を特別視するのではなく、常に対策を準備すべきである。

（3） 内部申告の実態

不正を目撃あるいは、経験した人は、29.5％、通報しなかった人が63.9％である。申告先は、直接の上司が最も多く、組織内部への申告が90％以上である。
―＞形だけの窓口を作るのではなく窓口の存在を知らしめ、相談するときの方法、窓口の信頼性を高める、方法の教育が必要である。
（4） 申告をした人としなかった人を分けた要因

申告行動と関連が推測される要因は、「上司や組織からの支持が予測できる」「不正指摘における職務上の責任がある」の２つであった。
―＞反対にこれがないと申告するのが困難となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第6章　これからの内部申告をどうとらえていくか。

これからの内部申告をどのように考えていくのかについてまとめてある。今回の報告書の内容が広く伝わることで、内部申告に対する関心が高まり、その矛盾した性質や、難しさについて、理解が深まることを期待している。
（1） 申告に至らないようにまた、内部申告に対する対応とは：
　・組織的不正は、組織にとって常在するリスクである。その前提のもとに対処方法を考えていく必要がある。

　・組織内にいわば、組織の健康診断ができる役割、組織にいながら自ら客観的に見る目をもつプロフェッショナルな役割が必要である。
・組織のトップは、不正に対して断固として反対する態度を表明する必要がある。

・個々の構成員の責任範囲・組織における行動指針や不正行為について明文化する。

・組織内の不正に関して従業員が内部申告できる制度を組織内にもつ。そしてその仕組みを従業員に説明して理解を促す。特に匿名性を守るなど通報を行った社員に対して不利益がないように配慮と具体的対策が必要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まとめ：
　【佐々木コメント】内部申告が起きれば、組織も影響を受けるし、また申告者本人も大きな影響を受ける。中には、その人の人生全てが変わるような事態が発生してしまう。これまでのいくつかのケースでは、その人の人格が汚されたり、信用が落とされたり、配置転換されたり、昇進が閉ざされたりとその人の人生にかかわるようなことになる。本来は、申告に至らないところで、組織自身が不正をその不正を見つけ出し、大きな問題になる前に解決をすべきと思う。内部申告制度そのものについては、制度自体は、各企業で設置が進んでいるものの、それが効果を果たしているかについては、疑問である。現在でも毎年のようにいろいろな企業で不正が発覚し大きな社会問題となっている。内部申告は、それ自体が目的ではなく、企業風土がしっかりとしたものになるまでの過渡的なものとは、思われるものの、やはり、何らかの形で、残さざるをえないのではないかと思う。そして内部申告制度を従業員がもっと身近なものと感じるようなソフト面での充実が必要と思う。　　　　
以上
1

